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第一章 総則 

 

１． 本書の位置づけ 

本書は、橿原市（以下「市」という。）が、橿原運動公園（硬式球場等有料公園施設を含

む。以下「本件施設」という。）の管理運営を行う指定管理者を募集するに当たり、本件施

設の管理運営に関し、市が指定管理者に要求する管理運営の基準を示すものであり、別に

配布する「橿原運動公園指定管理者募集要項（以下「募集要項」という。）」と一体のもの

である。本事業の目的達成のために必要な業務等については、募集要項、管理運営の基準、

協定書（以下「募集要項等」という。）に明記されていない事項であっても、本件施設の管

理運営を行う指定管理者として選定された法人その他の団体（以下「法人等」という。）の

責任において全て完備あるいは遂行する。 

なお、本書は、「橿原市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例」（平成

16 年条例第 14号）、「橿原市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例施行規

則」（平成 17 年規則第 15 号）、「橿原市公園条例」（平成 17 年条例第 28 号）及び「橿原市

公園条例施行規則」（平成 17年規則 29号）に規定する市長の定める基準として位置付ける

ものである。 

 

 

２． 基本的事項 

指定管理者は、指定期間における業務の実施に当たり、本書に示す基準を満たした管理

運営を行うとともに、法令、条例、規則、その他市の定めるところに従わなければならな

い。また、市民の平等な利用を確保するとともに、特定の団体（指定管理者を含む。）や個

人に有利又は不利になる管理運営を行わないように特に留意すること。 

 

 

３． 事業方針 

指定管理者は、本件施設の設置目的、本市の政策、目指す方向性、社会的使命や役割、

特徴及び運営理念等の適正な理解に基づき、管理運営を実施すること。 

（１）  設置目的 

本件施設は、都市公園法に基づく総合公園であり、多くの人々が集い、憩い、楽しめ

る、スポーツ・レクリエーション活動の拠点施設として設置されている。また、災害時

は、広域避難場所に指定されており、市民の安全・安心な暮らしをサポートする、日常

生活に密着した防災活動の拠点としても位置づけられ、緊急ヘリコプターの発着場とし

ても活用されている。 

 

（２）  橿原市総合計画 

橿原市第４次総合計画における本事業に関する主な方針を示す。 
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① 基本方針 

Ⅰ－6 スポーツ 

・目指す姿 

市民がさまざまなかたちでスポーツに親しみ、健康で豊かに暮らしています。 

・成果指標 

日常的にスポーツに親しんでいる市民の割合 

実績値：39.2％ 

Ⅳ－21 公園・緑地 

・目指す姿 

市民の参加により公園・緑地などの身近な潤い空間が管理され、誰もが憩いの場

として快適に利用できています。 

・成果指標 

市民に憩いの場として利用できる公園・緑地があると感じる市民の割合 

実績値：49.6％ 

 

② 実施計画（令和 5年度） 

＜本件施設の数値目標＞ 

成果指標（利用者数） 
数値目標 

令和７年度 

橿原運動公園 180,000 人 

 

（３）  橿原市スポーツ推進計画 

橿原市スポーツ推進計画（平成 27～令和 6 年度）における基本理念及び基本方針を示

す。 

基本理念 
市民のだれもがスポーツに親しみ、健康で豊かに暮らせる 

まち「かしはら」 

基本方針 

基本方針１：スポーツを「する」活動の推進 

基本方針２：スポーツを「支える」活動の推進 

基本方針３：スポーツを「応援する」環境整備 

基本方針４：スポーツ活動の礎となる基盤整備 

 

（４）  運営理念 

本件施設の管理運営においては、コスト削減はもとより、スポーツ関係団体や関係者

との連携強化によるスポーツイベントの積極的な誘致、魅力的なスポーツ教室等の開催、

工夫あるイベント情報の提供等によるサービスの向上など、幅広い利用者へのサービス

提供・利用促進に努め、もって「橿原市スポーツ推進計画」等の趣旨に則り、スポーツ
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振興に資する施設運営や事業を展開することを基本的な運営方針とする。 

また、本件施設の管理運営においては、従来どおりの施設運営だけでなく、新たな運

営方法や事業展開が求められるところである。 

以上のことを踏まえ、指定管理者の自主的な経営努力による効率的な運営と創意工夫

に基づいた新たな取組みが図られることを期待する。  
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第二章 事業概要 

 

１． 施設概要 

（１）  対象施設 

指定管理者が管理運営を行う対象施設の概要を以下に示す。（別紙 1「本件施設平面図」

を参照のこと。） 

名称 橿原運動公園 

所在地 橿原市雲梯町 323 番地の 2ほか 

管理面積 296,081 ㎡ 

施設概要 

総
合
プ
ー
ル 

管理棟 

プール監視用放送室 

更衣室 

売店 

スタンド棟 

事務室（貴賓室） 

便所 

休憩所 

プロパン庫他 

＜競技用プール＞※ 

50m 公認プール 

50m×8 コース（水深 1.5～1.8m） 

25m プール 

25m×7 コース（水深 1.3～1.5m） 

＜レジャープール＞※ 

正形プール（水深 1.1～1.3m） 

ファミリープール（水深 0.8～0.9m） 

じゃぶじゃぶプール（水深 0.15～0.35m） 

流水プール（水深 0.9～1.0m） 

スライダー着水プール（水深 0.6～0.7m） 

（直線スライダー：すべり面 3面 長さ 31.5m） 

子どもプール（水深 0.5～0.6m） 

（ウォータージャングル、カメスライダー等） 

アップヒルコースター（長さ 106m） 

ジャンボスライダー 

（すべり面 4面 長さ 177m、133m、105m、61m） 

プールサイド他 

478 ㎡ 

13 ㎡ 

809 ㎡ 

60 ㎡ 

1,197 ㎡ 

232 ㎡ 

56 ㎡ 

103 ㎡ 

14 ㎡ 

 

1,075 ㎡ 

 

440 ㎡ 

 

 

508 ㎡ 

777 ㎡ 

540 ㎡ 

853 ㎡ 

175 ㎡ 

 

439 ㎡ 

 

91 ㎡ 

136 ㎡ 

 

22,191 ㎡ 
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施設概要 

テニスコートクラブハウス 

硬式野球場（スコアボード、放送設備） 

軟式野球場（照明設備）16 灯×6基 

ソフトボール場（照明設備）6灯×6基 

テニスコート場 東（A）（照明設備）9基×2 

テニスコート場 西（B） 

多目的グラウンド（ヤタガラスフィールド橿原） 

東の翼 

西の翼 

まほろぼ広場（大） 

まほろば広場（小） 

多目的トイレ 

軟式野球場トイレ 

ソフトボール場トイレ 

第一トイレ 

第二トイレ 

第三トイレ 

屋根付運動場（照明設備）20灯 

更衣室兼倉庫 

バラ園 

遊びの森 

せせらぎ 

修景池（調整池） 

植栽・園路等 

駐車場 

大駐車場：普通車 425 台／大型車 18 台（硬式野球場北） 

北駐車場：普通車 55 台／大型車 1台（公園入口） 

東駐車場：普通車 82 台（ソフトボール場東） 

西駐車場：普通車 137 台（硬式野球場西） 

南駐車場：普通車 189 台／大型車 4台（備蓄倉庫西） 

貴賓室前（南北）駐車場：普通車 36 台 

管理事務所前駐車場：普通車 18 台 

臨時駐車場：普通車 100 台 

122 ㎡ 

23,970 ㎡ 

9,652 ㎡ 

5,302 ㎡ 

3,392 ㎡ 

5,877 ㎡ 

22,080 ㎡ 

（9,360 ㎡） 

（9,360 ㎡） 

12,737 ㎡ 

6,340 ㎡ 

5 箇所 

63 ㎡ 

63 ㎡ 

84 ㎡ 

84 ㎡ 

80 ㎡ 

1,485 ㎡ 

32 ㎡ 

1,583 ㎡ 

5,844 ㎡ 

9,766 ㎡ 

747 ㎡          

123,543 ㎡          

6 箇所 

12,947 ㎡ 

2,501 ㎡ 

2,081 ㎡ 

3,701 ㎡ 

5,197 ㎡ 

801 ㎡ 

392 ㎡ 

3,664 ㎡ 

※ 総合プールは休止とするが、管理を行うこと。 
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（２）  対象外施設 

指定管理者による管理運営対象外の施設の概要を以下に示す。なお、総合プールにつ

いては、休止とするが、本件施設として管理を行うこと。 

施設内容 
備蓄倉庫※ 

耐震性貯水槽 

540 ㎡ 

100 ㎥ 

※備蓄倉庫電気設備の保守・点検及び用役調達・管理（電力）は、指定管理者の責任と負担とする。 

 

２． 利用状況等 

本件施設の利用状況及び収支の状況については、別紙 2「本件施設の利用状況」、別紙 3

「収支の状況」を参照のこと。 

 

３． 業務分担 

本件施設の管理運営に係る市と指定管理者の主な業務分担を以下に示す。 

項目 内容 市 
指定 
管理者 

施
設
運
営
業
務 

管理運営体制の構築 有資格者の配置、管理運営体制の構築  ○ 

受付業務 施設利用に係る受付・案内・調整  ○ 

利用料金の設定・徴収 利用者に対する利用料金の設定・徴収・管理  ○ 

情報管理 管理運営に伴う情報管理  ○ 

防火管理 施設の防火管理体制の整備  ○ 

維
持
管
理
業
務 

運転管理 施設・設備の運転、用役調達・管理※2  ○ 

保守・点検 施設・設備の保守点検※2  ○ 

修繕 

所定要件※1の施設・設備の修繕  ○ 

上記以外の修繕 ○ ○ 

施設・設備等の保全計画の策定  ○ 

備品管理 貸与備品・所有備品・物品等の管理  ○ 

植栽管理 植栽の剪定・除草等の維持管理  ○ 

清掃 施設の清掃、美観の維持  ○ 

環境衛生管理 施設の安全衛生・環境保全  ○ 

保安警備 施設・駐車場等の保安警備  ○ 

経
営
管
理
業
務 

許認可等 管理運営に伴う許認可等の取得・届出 ○ ○ 

事業計画 
管理運営に係る事業計画・各種計画の作成  ○ 

管理運営に係る各種規程・要領の作成  ○ 

事業報告 
管理運営に係る事業報告・業務報告の作成  ○ 

管理運営に係る事業評価 ○ ○ 

年度協定 各年度の指定管理料の算定 ○ ○ 
※1 第四章維持管理業務２．（３）修繕業務 参照 
※2 備蓄倉庫電気設備の保守・点検及び用役調達・管理（電力）を含む。 
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４． リスク分担 

本件施設の管理運営における主要なリスク分担は、別紙 4「リスク分担表」を参照のこと。 

 

５． 指定期間 

令和 7年 4月１日から令和 12年 3月 31 日まで 

（会計年度は、毎年 4月 1日から翌年 3月 31 日までとする。）  
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第三章 施設運営業務 

 

１． 公園施設共通 

（１）  基本的事項 

指定管理者は、関係法令、募集要項等並びに協定書締結後に指定管理者が自ら作成す

る事業計画書及び規程等に従い、本件施設の管理運営を行うものとする。 

指定管理者は、自らのノウハウを積極的に活用し、創意工夫することにより、合理的

かつ効率的に業務を実施し、利用者満足度の向上、スポーツ・レクリエーションの振興、

利用者の健康増進に努めること。また、利用者の安全及び快適性の確保に努めること。 

 

（２）  使用時間及び休場日 

使用時間及び休場日は「橿原市公園条例」第9条の規定による（別紙5「有料施設 

等の使用時間及び休場日・種類及び使用料」参照）。ただし、指定管理者は市の承認

を得てこれを変更することができる。（現在は、年末年始（1月1～4日及び12月27～31

日）のみを休場日として変更し、指定管理者が運営している。（総合プールを除く。）） 

また、市が、本件施設の管理運営上必要があると認めたときは、臨時に使用時間を

変更し、又は使用時間以外の時間に施設を開場させ、あるいは臨時に休場日を変更し、

又は上記休場日以外の日を休場日とすることができる。この場合、指定管理者は利用

者への周知について必要な措置を講じること。 

 

（３）  施設の使用に係る料金 

① 有料施設等の使用に係る料金の設定 

指定管理者は、「橿原市公園条例」及び「橿原市公園条例施行規則」で規定する使用

料（別紙 5「有料施設等の使用時間及び休場日・種類及び使用料」参照）の金額の範囲

内で、有料施設等の使用に係る料金（以下「利用料金」という。）をあらかじめ市の承

認を得て定めることができる。ただし、利用料金の変更が必要な場合には市と協議を

行うものとする。 

 

② 利用料金等の取扱い 

ア． 利用料金の徴収・管理 

指定管理者は、自らが定めた利用料金の徴収を行う。利用料金の徴収は、原則

として前納とする。ただし、指定管理者が特に必要と認める場合はこの限りでは

ない。また、徴収したすべての利用料金について、必要な帳簿を作成すること。 

イ． 収入の帰属 

指定管理者は、利用料金を自らの収入とすることができる。なお、指定管理者

が自らの収入とすることができる利用料金は、当該指定期間における利用料金に

限る。 
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ウ． 利用料金の還付 

指定管理者は、市が定める基準に従い、利用料金の全部又は一部を還付するこ

とができる。 

 

（４）  受付業務 

① 利用受付 

指定管理者は、本件施設の使用に係る受付業務として次のことを行う。また、適正

かつ円滑な受付業務を実現するために必要な人員・設備等を確保するとともに、利用

者の利便性を重視し、円滑に受付業務を継続できるように努めること。本件施設の使

用に際し、早期に使用日を決定することを要するものに係る日程調整については、申

請の内容を精査したうえで、調整会議を開催し、年間の大会等開催日程を定めること。

なお、現在行っている利用受付状況を以下に示す。 

・利用予約等の受付・案内・管理 

・利用料金の徴収 

・施設の案内（来園者及び見学者等への応接等を含む） 

・電話対応 

・園内放送 

・各種スポーツ情報の案内 

・その他受付業務に必要な事項 

 

ア．年間利用スケジュールの受付 

2 月に年間スケジュール会議を実施し、4月～翌年 3月までの利用調整を行って

いる。 

イ．一般利用の受付 

利用調整会議（スケジュール会議）を毎月実施し、翌々月の利用調整を行って

いる。 

 

② 使用許可 

指定管理者は、有料施設等を使用しようとする者からの申請を受け、申請の内容が

適切であると認められる場合は、許可を行うことができる。本件施設の使用許可、使

用許可の取消し及び使用の制限に当たっては、「橿原市公園条例」、「橿原市公園条例施

行規則」、「橿原市行政手続条例」（平成 8 年条例第 28 号）及び「橿原市聴聞及び弁明

の機会の付与に関する規則」（平成 9年規則第 3号）を遵守して行わなければならない。 

指定管理者は、申請の内容が適切でないと認められる場合、申請を不許可とするこ

とができる。ただし、不許可の理由に関して、申請者に十分な説明を行うこと。なお、

指定管理者が行った使用許可・不許可に対する不服申立ては、地方自治法第 244条の 4

第 3項に基づき市が対応するものとする。 
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③ 行為許可 

指定管理者は、「橿原市公園条例」第 28 条第 1 項第 1 号の規定に基づき、指定管理

区域内における次の行為について、本件施設の利用に支障のない範囲で、許可を行う

ことができる。 

・物品の販売、募金その他これらに類する行為をすること。 

・指定された場所以外へ車両等を乗り入れること。 

・競技会、展示会、集会その他これらに類する催しのために公園の全部又は一部を

独占して利用すること。 

・花火、キャンプファイヤー等火気を使用すること。 

 

④ 案内支援 

ア． 接客案内 

指定管理者は、本件施設の利用者の利便性及び安全性に十分に配慮するととも

に、利用者に対し平等かつ丁寧に対応すること。なお、業務中は名札を着用し、

言葉遣い・態度・身だしなみ等に配慮し、利用者に不快感等を与えぬように誠実

かつ公平な態度で接すること。また、本件施設の利用に際し、利用方法、注意事

項及び禁止事項等を適切に周知・案内すること。 

イ． 要望・苦情対応 

指定管理者は、本件施設に関する要望及び苦情に対して誠意をもって対応する

とともに、市へ内容を報告すること。また、要望・苦情を分析し、市と協議の上、

改善に努めること。 

ウ． 迷子・拾得物・不法投棄等 

指定管理者は、迷子の捜索・保護及び放送、拾得物の保管及び遺失物の捜索、

不法投棄等の対応を行うこと。状況に応じて警察等の協力を要請する等、適切な

対応に努めること。 

エ． 施設利用に係る指導 

施設利用者に喫煙など条例・規則・内規に基づく制限などを注意し、指導する 

こと。また、防災上不適切な場合など、各種法令に従い是正要請を行い、指導す

ること。 

 

⑤ 用具等貸出業務 

指定管理者は、利用者の活動等の便宜を図るために、本件施設の備え付けの備品、

用具等を必要に応じて貸し出すこと。用具等を貸し出す際には、利用者の利便性を重

視し、用具等の取扱い説明を行うとともに器具庫から用具等を搬出するなどの支援を

行うこと。 

 

⑥ 優先利用（公的行事）受付 

市から事前に申し出のあった公的行事等については、一般利用に優先するものとす
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る。また公共的団体から直接申し出のあった場合は、市と協議を行うこと。 

 

⑦ オンライン施設予約サービス 

現在、「e 古都なら」を活用しているが、令和 7 年 12 月に終了を予定していることか

ら、下記の対応を行うこと。 

・e 古都ならが終了するまで 

利用者登録カードの発行を行うとともに、利用調整会議（スケジュール会議）終

了後、システムを用いて施設の空き状況の照会と予約受付を行うこと。 

・e 古都ならが終了した後 

現在のサービスレベルから低下することのないような対応を行うことを前提とし、

指定管理者にてオンラインシステムを導入する。又は、市が導入するシステムを活

用すること。なお、いずれの場合も e 古都なら終了前に、市と協議により決定する

こと。 

 

⑧ 利用後の確認 

指定管理者は、適宜施設内を巡回し、施設利用者の状況把握、利用を終了した施設

の片付け等の復旧を行うとともに、冷暖房、照明機器の電源は、利用終了後速やかに

切り、節電に努めること。指定管理者は使用後の施設及び設備の点検を行い、利用者

による故障・破損等があれば、利用者と協議の上、正常復旧させること。また、指定

管理者は故障・破損等があれば市へ速やかに報告を行うこと。 

 

（５）  広報・プロモーション業務 

指定管理者は、市民等の利用促進を図るため、必要な情報媒体の作成、配布等、積

極的かつ効果的に広報・宣伝を行うこと。 

・市広報の原稿作成・市への広報掲載の依頼 

・ホームページの作成、更新等 

・施設案内リーフレットの作成・配布 

・必要に応じて、情報紙、各事業のチラシ等の作成・配布 

なお、市広報への掲載を依頼する場合は、市と事前に協議し、指示に従うこと。 

 

（６）  情報管理 

① 個人情報保護 

指定管理者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）の趣旨に従

い、公の施設の管理運営を通じて取得した氏名、住所、生年月日、その他個人に関す

る情報の適切な管理のために必要な措置等を講じること。また、管理運営に従事して

いる者又は従事していた者は、個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に

利用してはならない。 
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② 情報公開 

指定管理者は、「橿原市情報公開条例」（平成 10 年条例第 15 号）を遵守するととも

に、自ら情報公開規程を策定し、本件施設の管理運営に当たり作成又は取得した文書

等のうち、公開の必要な情報に関する開示請求に対して、適切に対応するとともに、

必要な措置等を講じること。 

 

③ 監視カメラの運用 

指定管理者は、「橿原市監視カメラ等管理運用要綱」（平成 30年告示第 188 号）の趣

旨に従い、監視カメラの運用及び個人情報の保護に関して十分な措置を講じること。 

市は必要に応じて本件施設の監視カメラの運用状況に関し、指定管理者から報告を

求め、若しくは必要な指示を行うことができる。 

 

④ 秘密の保持 

指定管理者は、業務の実施において知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。

なお、指定期間終了後も同様とする。 

 

（７）  職員の配置 

① 基本姿勢 

本件施設に配置される職員は、公の施設の管理者としての自覚を持ち、自らのスキ

ルアップを図り、業務の遂行及び利用者への対応を行うとともに、本件施設の設置目

的を理解し、それにふさわしい態度、身だしなみで業務に当たること。 

 

② 管理運営体制の構築 

指定管理者は、労働関係法令を遵守するとともに、自らの職員又は本書に定める再

委託先の職員のうちから本事業を遂行するために必要な有資格者及び人員を確保し、

本件施設を適切に管理運営するための体制を構築すること。なお、人員の確保に当た

っては、市内での雇用促進に配慮すること。 

 

③ 責任者等の配置基準 

指定管理者は、公共の福祉と健康づくりに関して十分な見識を有するとともに、施

設全体の経営能力を備え、都市公園法に基づく総合公園または運動公園、若しくはス

ポーツ施設の管理運営の実績を 1 年以上有する統括責任者及びこれを補佐する統括副

責任者を配置すること。 

統括責任者及び統括副責任者は、本件施設の専任とする。 

指定管理者は、施設の運営・サービスの提供に当たって、高い専門性が求められる

場合は、専門知識、経験、資格等を有する専門員を配置すること。受付には、利用者

への対応等に支障が生じないよう、業務に必要な人員を配置すること。競技大会等の

開催及びその準備・撤去の際には、大会主催者等と連携し、必要な人員を確保するこ
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と。 

統括責任者、統括副責任者（以下「総括責任者等」という）は、市の業務日におい

て常に業務連絡及び調整が滞りなく行われるよう配置すること。 

 

④ 教育・研修 

指定管理者は、本件施設に配置される職員に対して、本件施設の管理運営に必要な

教育・研修を適宜実施し、利用者サービスの向上に努めること。 

 

⑤ 従業員の管理 

指定管理者は、本件施設に配置される職員に対し指導及び管理を、下記に留意のう

え、適切に行なうこと。 

・業務従事者はその職務を認識し、利用者には親切丁寧に接し、不快な思いを与え

ないように、言葉づかい、服装、接遇などに留意すること。 

・各業務に必要となる事務処理・機器操作等のマニュアルを作成・更新すること。 

・各業務従事者に研修を行い、マニュアルに沿って業務内容を周知徹底すること。 

・業務上必要な知識及び技能等を有し、利用者に負傷、事故等が発生することがな

いよう管理運営をすること。 

・業務従事者が車にて通勤する場合は、市が指定する場所に駐車すること。 

・出納管理や事務処理等の不具合については履行期間中、履行期間終了後にかかわ

らず、指定管理者の責任と費用負担により解決するものとする。 

 

（８）  防火管理 

指定管理者は、本件施設の火気管理を徹底するとともに、防火管理者の選任、消防

計画の策定、消防設備の点検等消防法上必要な措置をとり、平素から所轄消防署等と

連絡を密にして防火管理の適正を期すものとする。 

 

 

（９）  緊急時の対応 

① 急病等への対応 

指定管理者は、本件施設の利用者・来場者等の急な病気・怪我・事故等の発生に備

え、応急措置・緊急時の連絡体制等に関するマニュアルを整備し、業務に携わる全て

の従事者に周知徹底を図ること。また、AED を設置し、その取扱いを習熟するほか、日

頃から救急法、応急処置法等に基づく訓練・準備等を行うとともに、近隣の医療機関

等と連携し、緊急時には的確な対応を行うこと。 

利用者・来場者等に重大な事故及び犯罪等が発生した場合は、直ちに応急措置を行

うとともに、医療機関、市及び関係機関等へ連絡のうえ、適切に対処すること。また、

市に対して事故等の状況を書面により報告すること。 
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② 災害等への対応 

指定管理者は、災害等における利用者・来場者等の避難・誘導・安全確保等及び必

要な通報等についてのマニュアルを作成し、訓練等を実施するとともに、災害等の発

生時には的確に対応すること。また、警察、消防等に出動を要請するような災害等が

発生した場合は、直ちに市及び関係機関等へ連絡・報告を行うこと。注意報・警報等

が発令された場合には、直ちに利用者等に状況を伝達すること。 

なお、本件施設は、広域避難場所に指定され、貴賓室においては指定避難所に指定

されているため、橿原市地域防災計画に則り、災害時には市の指示に従うとともに、

適正な体制を整備しその運営に協力すること。 

また、まほろば広場は、防災ヘリ、ドクターヘリ及び警察ヘリの発着場として使用

することがあるので、使用の際は全面的に協力すること。 

 

③ 臨機の措置 

指定管理者は、天候等の注意情報が発表された時や事故等が発生した時は、速やか

に利用者への注意喚起を行うこと。なお、施設内の安全が著しく損なわれる恐れがあ

るとき、もしくは緊急に閉場する必要性が生じたときなど、市が、本件施設の管理運

営上必要があると認めたときは、利用者の退去または臨時休場とすることができる。

なお、閉場等に伴う費用負担については、指定管理者に経済的負担が生じても、原則

として市からの補償を行わない。 

 

（１０） 保険等 

指定管理者は、指定期間の開始までに施設賠償責任保険等の本件施設の管理運営に

際して必要となる保険に加入すること。 

 

 

（１１） 再委託 

指定管理者は、本書で規定する業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせては

ならない。なお、事実上の行為として、業務の一部を委託しようとする場合は、事前

に市に対し書面で申請し、承諾を得ること。 

 

２． 総合プール 

（１）  基本的事項 

総合プールは休止とするが、本件施設として適切に管理すること。なお、安全に配慮

したうえで、総合プールエリアにて自主事業を行うことができる。 

 

３． 広場及び駐車場等 

（１）  基本的事項 

広場・駐車場等の運営・維持管理に当たっては、利用者の利便を第一として運営する
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こととし、障がい者及び車いす使用者等の車両を優先的に駐車できるよう配慮すること。

また、駐車場内の事故、車両の盗難、車上荒らし等の発生の未然防止に努めること。 

競技大会時等、駐車場等の混雑が予想される場合は、近隣に支障が生じないよう利用

状況に応じた駐車場等の開錠・施錠を行うこと。また、大会等の主催者に対し、駐車場

内、車両出入口等の要所に車両を誘導する整理員を配置するなど、混雑の緩和、安全の

確保について適切な対応を行うよう助言・指導を行うこと。 

 

（２）  巡回・警備等 

指定管理者は、広場及び駐車場等の適正な管理のため巡回・監視を行い、損壊箇所の

確認、不審物件・不審者等の発見及び対処を行うこと。利用者に対して、禁止事項に関

する注意喚起を行うこと。 

また、本件施設の出入口、シャッター、バリカー等の解錠・施錠を行うこと。駐車場

等の開錠・施錠にあたっては、本件施設の利用者の利便や入出庫の状況に配慮し、本件

施設の有料施設等の使用時間（別紙 5 有料施設等の使用時間及び休場日・種類及び使用

料 参照）に応じて、適切に管理すること。テニスクラブハウスについては、夜間の機械

警備により安全管理を保つこと。 

本件施設内に放置された自動車を発見した場合は、「橿原市放置自動車の発生の防止及

び適正な処理に関する条例」（平成 6 年条例第 23 号）に基づき措置し、自転車の放置に

ついては、所有者照会等を行い、判明しない場合は、周知期間後に撤去等を行うこと。 

 

（３）  誘導・交通整理業務 

指定管理者は、駐車場入口付近や駐車場内で交通渋滞等が発生しないよう、車両の監

視及び誘導等を適切に行うこと。また、自動車・自転車等の利用者及び歩行者が、安全

かつ円滑に通行できるように、適切な誘導・交通整理を行うこと。 

なお、警備業務を外部委託する場合は警備業法第 2 条第 1 項第 1 号又は第 2 号に該当

するため、必ず警備業の認定を受けた業者を選定すること。  



16 

第四章 維持管理業務 

 

１． 基本的事項 

指定管理者は、本件施設を適切に管理運営するとともに、施設・設備の機能を維持する

ために、日常点検、法定点検を含む定期点検を実施し、常に施設利用者が快適に利用でき

る環境を提供すること。 

維持管理業務に当たっては、本書のほか「建築保全業務共通仕様書」（国土交通省大臣官

房官庁営繕部監修）を準用し、安全性・経済性に配慮するとともに、施設・設備が正常に

機能しないことが明らかになった場合は、適切な方法により対応のうえ市へ報告すること。

ただし、特段の事情がある場合は、指定管理者は市と協議できるものとする。 

なお、本件施設の主な管理業務基準を別紙 6「本件施設の設備機器等管理業務基準」に示

す。 

 

２． 施設・設備維持管理業務 

（１）  運転管理業務 

指定管理者は、本件施設の適正な運用を図るために行う運転管理並びにこれに関する

電力・用水・燃料等の用役調達及び管理を実施するものとする。また、設備に応じて適

切な運転記録を作成・管理すること。 

 

（２）  保守点検業務 

指定管理者は、本件施設の維持管理に必要な保守・点検業務を実施するものとする。 

① 日常点検及び保守業務 

日常の施設・設備機器の点検、保守を行うこと。また、点検及び対処等の結果につ

いて、適切に点検記録を作成・管理すること。 

② 定期点検（法定点検を含む）及び保守業務 

各法令の定めにより、施設・設備機器の点検を実施し、法令に規定のない場合でも、

施設・設備機器の性能・機能保持のため、定期的に運転中の機器を停止し、外観点検、

機能点検、機器動作特性試験及び保守業務を実施すること。なお、点検に際し、必要

に応じて消耗品等の取替を行うこと。また、点検及び対処等の結果について、適切に

点検記録を作成・管理すること。 

なお、点検に係る関係機関への各種届出等については、原則として指定管理者が資

料等を作成のうえ、これに係る一切の費用を負担するものとする。 

③ その他 

各種点検の結果、修繕が必要とされる不具合については、指定管理者が劣化等の判

定及び修繕方法の検討を行うとともに市に報告を行い、指定管理者は、市と協議の上

対応方法を決定するものとする。  
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（３）  修繕業務 

① 業務範囲 

指定管理者は、本件施設の維持管理に必要な修繕として１件当たり 1,000 千円（消

費税込）を上限として、実施するものとする。 

「修繕」とは、本件施設の経常的な維持管理に必要な建築物の床面・壁面・天井、

構築物・その他附属物、電気設備・機械設備・給排水衛生設備・空調設備・消防設備・

放送設備・その他の設備等に係る修繕をいう。 

大規模修繕（建築基準法第 2 条第 1 項第 14 号及び第 15 号の規定に基づく工事、耐

震補強工事、設備、配線、配管等の全面的な更新並び設備単位で行う全面的な更新等、

本件施設の根幹に係る修繕）や法令などにより施設設置者に施工義務が課された工事

は市が実施することとし、修繕に含まない。 

指定管理者は、修繕業務に際し、計画、起工、積算、施工監理等を適正に実施する

こと。修繕費用については、事業計画において管理運営費のうち修繕経費枠として、

各年度 816 万円（税込）以上として、指定管理料に含めて計上すること。この場合、

修繕業務の執行額が計画額に満たなかったときは、年度ごとに計画額から執行額を差

し引いた額を精算する。ただし、市と協議のうえ承認を得たときは、当該差額を翌事

業年度の修繕費に充当することができる。 

各年度の修繕実施後の執行額が、上記に定める事業計画の「修繕経費枠」を超過し

た場合においても、市は指定管理料を変更しない。ただし、特段の事情がある場合は、

指定管理者は市と協議できるものとする。 

なお、本件施設の主な設備機器等概要を別紙 7「本件施設の設備機器等概要」に示し、

過去 4ヵ年における修繕の実施状況を別紙 8「修繕等実績一覧」に示す。 

市及び指定管理者の実施する修繕業務の区分は、原則として下記によるものとする。 

＜修繕業務の区分＞ 

区分 実施者 費用負担 帰属 

経
常
的
な 

維
持
管
理 

1,000 千円未満／件 指定管理者 指定管理者 市 

上記以外 協議 協議 市 

自主事業に伴うもの 指定管理者 指定管理者 協議 

大規模修繕 市 市 市 

 

② 修繕計画 

指定管理者は、本件施設の状態を適宜適切に把握した上で、指定期間における保全

計画を作成のうえ、上記①に定める経費により、当該年度に実施する修繕の時期、内
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容等を明らかにした修繕計画を事業計画（第五章 経営管理業務 ３．事業計画 参照）

に定め、市の承認を得ること。 

また、指定管理者は、各年度の修繕実績に基づき、適宜保全計画の見直しを行うこ

と。 

 

③ 業務実績報告 

指定管理者は、各年度終了後速やかに当該年度の修繕の実績を明らかにした報告書

を市に提出すること。 

 

④ その他 

指定管理者が市の所有物を修繕した場合、その修繕方法及び修繕費用に関わらず、

所有権は市に継続して帰属する。ただし、自主事業に伴う修繕の場合は、各年度の開

始前に修繕内容を記載した計画書を市に提出し、市と指定管理者で協議の上決定する

ものとする。 

 

３． 備品管理業務 

（１）  本市が貸与する備品 

指定管理者は、本件施設における市所有の備品等（以下「貸与備品」という。）を無償

で使用できるものとする。指定管理者は、貸与備品について善良なる管理を行うものと

し、貸与備品の保守点検・修理等に要する費用は、原則として指定管理者の負担とする。

また、備品の更新についても、同等の機能及び価値を有するものを購入又は調達するこ

ととし、それに要する費用についても原則として指定管理者の負担とするが、大規模な

備品の更新等については、その内容、必要性等について市と協議し、費用負担について

もその都度協議により決定することとする。 

貸与備品の修理等が困難となり指定管理者が購入又は調達した備品の帰属は、市と指

定管理者の協議により決定するものとする。 

なお、指定期間終了後、指定管理者は貸与備品を市に返却すること。 

 

（２）  指定管理者が用意する備品 

指定管理者は、本件施設の管理運営に必要となる備品等を自らの責任と費用において

購入又は調達し、管理運営の用に供すること。（以下「所有備品」という。） 

所有備品が経年劣化等により管理運営の用に供することができなくなった場合には、

必要に応じて所有備品を更新し、または調達すること。 

所有備品の所有権については、指定管理者に帰属することとする。 

指定管理者は、指定期間の終了等に伴い指定管理者が変更となる場合、自らの責任と

費用により所有備品を撤去又は撤収するものとする。ただし、市と協議のうえ、市また

は市が指定するものに対し、所有備品を引き継ぐことができる。 
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（３）  備品台帳の整備 

指定管理者は、備品の管理に当たり、備品台帳を整備すること。備品台帳は、貸与備

品と所有備品を区別し管理すること。備品台帳には、整理番号、区分、品名、規格、設

置場所、金額（単価）、数量、取得等の区分、取得等年月日を記載すること。  

備品とは、比較的長期に亘って、その性質、形状等を変えることなく使用に耐えるも

のとし、別紙 9「貸与備品一覧」のほか、新たに購入または調達する場合は、購入金額が

単価 20,000 円以上の物品をいう。 

 

４． 植栽管理業務 

指定管理者は、本件施設の美観維持、利用者及び通行者等の安全確保のため、本件施設

内の除草、樹木等の剪定、伐採、害虫駆除、施肥、散水等の維持管理を計画立案して行う

こと。強風や強雨後は公園内や周辺道路の巡回を行い、枯枝の散乱等があった場合は、速

やかに適切な措置を講じること。また、公園周辺の住民から公園内の植栽管理に関する苦

情等があった場合は、速やかに対応すること。指定管理者は、植栽が枯損した場合は、速

やかにその復元等を行うこと。 

 

５． 清掃業務 

指定管理者は、本件施設を常に清潔かつ美観の維持に努め、安全かつ快適な空間として

保つため、適切な清掃業務を実施すること。清掃を実施する際は、競技大会等の利用状況

の把握に努め、できる限り利用者の妨げにならないよう配慮するとともに、常時清潔な状

態を保つように努めること。なお、指定管理者は、予め日常清掃、定期清掃、臨時清掃の

計画を立案し、必要な作業員の配置を行うこと。 

指定管理者は、本件施設から生じる廃棄物の排出抑制及び資源化に努め、関係法令等に

従い適正に処理すること。 

 

６． 環境衛生管理業務 

指定管理者は、利用者が常に本件施設を快適に利用できる良質な環境を提供するため、

関係法令等を遵守し、飲料水や散水等の定期的な水質検査、浄化槽管理、修景池等の沈殿

物・異物の除去、害虫除去等、施設の適切な環境衛生の維持に努めること。 

 

７． 保安警備業務 

指定管理者は、本件施設内等の防犯、防火及び防災に万全を期し、休園日や夜間等は機

械警備等により安全管理を保ち、利用者が安心して利用できる環境の確保のために保安警

備業務を行うこと。当該業務遂行に当たっては、警備責任者として必要な知識・経験・技

能を有する者を選任し、建物の利用目的・利用内容等を十分に把握するとともに、必要な

巡回・監視等を行うこと。 

指定管理者は、本件施設の出入口の施錠・開場やその鍵の保管を行うとともに、業務遂

行の際に、損壊箇所の確認、不審物件及び不審侵入者等を発見した場合は、必要な措置を
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講じること。火災･盗難等の事故の発生またはそのおそれがある場合は、警察・消防に通報

連絡を行うとともに被害を最小限に食い止め、非常事態に適合した迅速かつ正確な緊急措

置を講じること。また、競技大会の来場者誘導等についても、主催者等に対し、適切な助

言・指導を行うこと。大会利用など特殊な事情がある場合には、利用者のニーズに合わせ

て、開錠、施錠を行うこと。 
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第五章 経営管理業務 

 

１． 事業準備 

指定管理者は、本件施設の管理運営に向けた事業の準備を行うこと。なお、市は指定管

理者の指定に関する市議会の議決が得られないことにより、本件施設の指定管理者候補者

として選定された法人等に生じた損害は一切負担しない。 

・基本協定項目について、市との協議及び基本協定の締結 

・配置する職員等の確保、職員研修 

・業務等に関する事業計画書、各種規程等の作成 

・現指定管理者からの業務引継ぎ 

・本件施設の管理運営に必要な協議、届出、許認可等の取得 

・その他、本件施設の管理運営を実施するために必要な準備 

 

２． 許認可等の取得・届出 

指定管理者は、関係法令等に基づき、本事業に必要な許認可、報告及び届出を自らの責

任において行うこと。なお、事実上の行為として各業務について本書の規定により再委託

を行う場合には、当該業務について当該再委託先がそれぞれ上記の免許、許可及び認定等

を受けていること。 

また、市が事業を実施する上で必要となる許認可等を取得するにあたり、協力を行うこ

と。 

 

３． 事業計画 

指定管理者は、募集要項等及び指定管理者の指定の申請に際して提案した内容をもとに、

次に掲げる事項についての「事業計画書」を当該事業年度の開始10日前までに本市へ提出

し、その承認を得ること。初年度以降については、「事業計画書」の提出に先立ち「次年

度事業計画書案」を、原則として毎年度9月末日までに市へ提出すること。 

・基本情報（施設概要、開館時間及び利用料金等） 

・運営計画（各施設方針、スケジュール会議、利用受付方法、広報活動、人員配置計画

及び緊急時対応計画等） 

・本件施設の利用見込み 

・本件施設の管理運営の収支見込み 

・本件施設の維持管理計画（第四章に掲げている各種業務計画（保全計画、修繕計画、

美化推進計画（植栽・草刈・清掃）を含む。）） 

・自主事業の実施計画及び収支見込 

・その他市が必要と認める事項 

また、市は適宜、本件施設の管理運営の基準を維持するための説明を求め、必要に応じ

事業計画書の改訂を求めることができる。 
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４． 事業報告 

指定管理者は、本件施設の管理運営に係る報告書を作成すること。なお、各種報告書の

基礎資料として必要な項目について、利用状況、管理運営の実施状況等を記載した業務日

誌を記録し、市が指定する期間保管すること。いずれの書式についても、市と指定管理者

で協議の上、定めることとする。なお、各種報告内容について、指定管理者は市の求めに

応じ随時、説明・閲覧等を可能とすること。 

 

（１）  定例または随時の業務報告 

指定管理者は、次に掲げる事項についての「業務報告書」を次のとおり作成のうえ市

が指定する内容・期間ごとに市へ提出すること。 

① 月次報告書 

・本件施設の管理運営に係る業務の状況、総括 

・本件施設の利用実績 

 ＊利用人数及び使用料は、平日、休日、市内、市外の区分に分けて集計し、稼働率

を算出すること。 

・施設維持管理・修繕業務の実施状況（課題・対応策等を記載すること） 

・事故、苦情及び要望の件数、内容とその対応 

・自主事業の実施状況 

・利用者の満足度やニーズの状況 

・本件施設の管理運営に対する事業評価（自己評価） 

② 収支状況報告書（四半期） 

・経費の収支状況（各施設、四半期、累計を記載すること） 

③ 随時 

・本件施設での事件・事故及び法令違反となる行為等の状況 

・その他、管理運営の状況を把握するために必要な事項 

 

（２）  事業報告（年度） 

指定管理者は、事業年度終了後速やかに本件施設の管理運営の収支決算を確定し、次

に掲げる事項についての「事業報告書」を、市が指定する期日までに市へ提出すること。 

・本件施設の利用実績 

＊利用人数及び使用料は、平日、休日、市内、市外の区分に分けて集計し、稼働率

を算出すること。 

・本件施設の管理運営に係る業務の結果 

・本件施設の管理運営の収支決算 

・本件施設の管理運営に対する事業評価（自己評価） 

・維持管理業務の実施状況（課題・対応策等を記載すること） 

・備品台帳 

・事故、苦情及び改善要望の件数、内容とその対応 
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・自主事業の実施結果 

・自主事業の収支決算 

・利用者の満足度やニーズの状況 

・その他市が必要と認める事項 

 

５． 年度協定 

指定管理者は、基本協定及び次年度の事業計画等に基づき、市と次年度の各年度協定を

締結する。各年度協定の協議内容、協議期間及び協定締結日等は、基本協定もしくは市と

の協議の上、決定するものとする。なお、各年度の協定項目は以下のとおりとする。 

・経理に関する事項（指定管理料等） 

・その他業務実施上に必要とされる項目等 

 

６． 各種規程・マニュアル 

指定管理者は、本件施設の管理運営を行う上で必要となる各種規程、要項、マニュアル

等を作成すること。作成にあたっては、内容について市と協議を行うこと。 

 

７． 事業評価 

指定管理者は、利用者等の意見や要望を把握し、運営に反映させるよう努めるとともに、

管理運営に対する自己評価を実施し、その結果について市に報告すること。 

市は事業報告書、事業評価等の結果を考慮したうえで、指定管理者の業務が管理運営の

基準を満たしていないと判断した場合、是正勧告を行い、改善が見られない場合、指定を

取り消すことがある。 

（１）  利用者の意見聴取 

本件施設の利用者を対象に提供するサービスの評価を適宜実施し、その結果を市に報

告すること。 

 

（２）  管理運営に対する自己評価 

指定管理者は本件施設の管理運営に関して自己評価を行い、その結果を月次報告書（年

度中間で1度）及び事業報告書にまとめ市へ報告すること。市が必要と認めた場合は、指

定管理者へ自己評価の実施を指示できるものとする。 

 

（３）  実地調査 

市は各種報告書の確認のほか、指定管理者による管理運営の状況を確認するため、随

時施設へ立ち入ることができる。市は、管理運営の実施状況や経費の収支状況等につい

て、説明を求めることができ、指定管理者は市が実施するモニタリングに関し、必要な

データ等の開示及び説明に協力するものとする。 
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第六章 自主事業 

 

１． 基本的事項 

指定管理者は、本件施設の設置目的に適う範囲において、自らの企画による下記に分類

される自主事業を実施することができる。ただし、当該事業に係る費用は、すべて指定管

理者の負担とする。これらの事業を行う場合、指定管理者は予めその内容を市に通知し、

協議のうえ承諾を得ること。 

 また、本件施設が現在行っている主な自主事業は別紙10「自主事業概要一覧」に示す。

指定管理者は、利用者に配慮した事業の継続実施に努め、適宜事業を見直すこと。 

（１） スポーツプログラム提供事業 

スポーツプログラムを提供する事業。 

（２） 利用促進・サービス向上事業 

施設の利用促進、利便性向上、施設・スペースの有効活用等を考慮した事業。 

（３） 飲食・物販事業 

飲食・物販事業。 

市の目的外使用等の許可を受け実施することができる。ただし、市はその申請内容に

ついて審査のうえ、許可を決定するものとする。 

なお、飲食事業の実施に関しては、食品衛生法等の関係法令を遵守し、利用者に安全

な飲食物を提供すること。 

（４） 地域活性化事業 

地域の活性化、地域の交流促進等を考慮した催事等の事業。 

（５） 賑わい創出事業 

本件施設の魅力向上、賑わい創出等を考慮した催事等の事業。 

 

２． 自主事業の実施計画 

指定管理者は、「管理運営の基準」第五章「３．事業計画」に基づき市に提出する「事業

計画書」において、自主事業の実施計画を示すこと。自主事業の実施計画には以下の事項

を含むものとする。また、年度途中で自主事業を実施する場合は市が指定する期日までに

自主事業の実施計画を提出し、市の承認を得ること。 

① 自主事業の考え方 

・自主事業の実施方針 

・自主事業の達成目標 

（利便性向上、賑わい創出、本件施設の魅力向上等に関するものを具体的に記載） 

・自主事業の収支の考え方 

② 自主事業の実施内容 

※実施予定の業務別に以下を整理 

・業務名 

・実施目標 



25 

・実施内容（予定） 

・実施回数（予定） 

・収支見込み 

③ 自主事業の実施体制 

※実施予定の業務別に以下を整理 

・業務名 

・配置数 

 

３． 自主事業報告 

指定管理者は、「管理運営の基準」第五章「４．事業報告」に基づき、自主事業の終了後、

速やかに市に対して報告を行うこと。なお、継続的に行われる自主事業（飲食・物販業務

等）については、各年度末から 60日以内に収支報告を行うこと。 

また、市は、指定管理者からの収支報告が規定どおり行われなかった場合、当該事業の

許可を取り消し、原状回復を求めることができるものとし、指定管理者は、これを履行し

なければならない。 

 

４． 自主事業の事業評価 

指定管理者は、自主事業についての事業評価を行う。 

本市は、指定管理者が提出する事業報告書、事業評価等の結果を考慮したうえで、指定

管理者による自主事業が、あらかじめ実施計画のなかで市と指定管理者が合意した基準を

満たしていないと判断した場合、必要な指示を行い、改善が見られない場合、当該事業の

許可を取り消し、原状回復を求めることができるものとし、指定管理者はこれを履行しな

ければならない。 

（１） 利用者の意見聴取 

「管理運営の基準」第五章「７．事業評価」の定めを準用する。 

 

（２） 自主事業に対する自己評価 

「管理運営の基準」第五章「７．事業評価」の定めを準用する。なお、自己評価にお

いては、指定管理者が自主事業の実施計画における以下の事項を含むものとし、それを

ふまえた具体的な改善策を提案するものとする。 

① 自主事業全体の達成目標 

② 事業別の実施目標 

 

（３） 実地調査 

「管理運営の基準」第五章「７．事業評価」の定めを準用する。 
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５． 原状回復 

指定管理者は、指定期間の終了に伴い、指定管理者が変更となる場合は、自主事業を終

了させ、原状回復を行わなければならない。 

なお、現指定管理者以外の者が次期指定管理者となった場合であっても、現指定管理者

が行った自主事業のうち、第三者との契約によるものについては、次期指定管理者はその

内容を引き継ぐことができるものとする。ただし、次期指定管理者が第三者との契約内容 

を引き継ぐ意思を表明した場合に限る。  
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第七章 その他 

 

１． 関係機関等との連絡調整 

本件施設においては、市主催の各種スポーツ教室、体育大会、各種団体等による行事及

び事業の実施が予定されている。指定管理者は、市及び関係機関等との協議を行うととも

に、各種事業の実施に積極的に協力すること。なお、指定管理者は、市が出席を要請した

会議等に出席するとともに、本業務を円滑に実施するため、情報交換、業務の調整等を図

る定期の連絡調整会議を開催すること。 

市及び全スポーツ施設の指定管理者が一同に集い、定期的に情報交換を行い、施設間の

相互連携によるサービス品質向上と均質化を図ること等を目的に、スポーツ施設指定管理

者運営協議会（以下「運営協議会」）を設置したときは、指定管理者は、運営協議会に参加

し、運営協議会の目的達成のために必要な業務及び協力を行うこと。 

 

２． 市等の要請への協力 

指定管理者は、市及び関係団体が行う事業・照会・取組等に対し、市の要請に基づき協

力するものとする。 

 

３． 公園等の利活用に向けた協力 

本件施設において、民間事業者の能力を活用した公園等の利活用に関する事業が検討さ

れた場合、指定管理者は、当該事業に協力するものとする。 

 

４． 施設命名権・広告導入 

本件施設において、施設命名権（ネーミングライツ）及び広告の導入の検討に際して、

指定管理者は必要な協力を行うこと。なお、命名権等が決定した場合は、施設名の表示ま

たは掲示及び広告、その他市の要請に基づく協力を行うこととする。 

 

５． 指定期間終了時等の取扱い 

指定管理者は、指定期間が終了するとき、または指定が取り消されたときは、次期指定

管理者が円滑かつ支障なく、本件施設の管理運営を遂行できるよう、必要な引継ぎを行う

こと。 

この場合、指定管理者は、速やかに本件施設における建築物、設備機器、市所有の備品

等を自らの費用負担により原状に回復すること。なお、原状回復が困難又は不適当な箇所

については、市の承諾を得た上で、現状で引き継ぎすることができる。 

なお、引継業務に関する費用は、指定管理者及び指定管理予定候補者の負担とする。 
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＜資料編＞ 

別紙１ 本件施設平面図 

 

備蓄倉庫は管理区域から除く。 

ただし、電気設備の保守・点検 

及び用役調達・管理（電力）は、 

指定管理者の責任と負担とする。 

耐震性貯水槽は 

管理区域から除く。 
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別紙２ 本件施設の利用状況 

【運動公園（総合プールを除く）】（税込 10％） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

利用者数 利用者数 利用者数 利用者数 

売 上 額 売 上 額 売 上 額 売 上 額 

テニスコート 
25,115 人 26,739 人 29,306 人 30,417 人 

8,513,827 円 8,586,855 円 10,150,020 円 9,902,031 円 

軟式野球場 
8,997 人 10,492 人 8,583 人 10,521 人 

1,596,385 円 1,869,317 円 2,027,877 円 2,112,867 円 

ソフトボール場 
5,931 人 8,454 人 7,577 人 8,304 人 

515,828 円 725,268 円 1,117,550 円 1,069,274 円 

硬式野球場 
9,224 人 11,740 人 13,118 人 14,068 人 

1,920,480 円 2,227,110 円 2,778,585 円 2,329,895 円 

多目的グラウン

ド 

57,151 人 73,851 人 88,650 人 87,606 人 

16,455,312 円 22,769,862 円 28,106,574 円 25,461,975 円 

屋根付運動場 
16,443 人 18,707 人 24,235 人 27,813 人 

2,389,758 円 2,370,458 円 2,737,642 円 2,537,171 円 

合計 
122,861 人 149,983 人 171,469 人 178,729 人 

31,391,590 円 38,548,870 円 46,918,248 円 43,413,213 円 

※新型コロナウイルス感染症対策として、令和２年４月２１日から５月２４日まで、令和３年５月１日から５月３１日まで

臨時休場。 
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別紙３ 収支の状況 

 

【収入】（税込 10％） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

指定管理料 32,065,744 円 30,829,191 円 29,641,830 円 29,097,775 円 

公園施設 31,391,390 円 38,551,942 円 46,922,048 円 43,416,313 円 

雑収入 

（自主事業） 

（飲食物販他） 

3,277,563 円 3,838,473 円 7,792,727 円 21,133,881 円※ 

合計 66,734,697 円 73,219,606 円 84,356,605 円 93,647,969 円 

※ 指定管理者物価高騰対策支援交付金 11,212,000 円を含む。 

【支出】（税込 10％） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

人件費 22,892,139 円 23,463,772 円 21,817,268 円 25,618,019 円 

諸経費 7,056,618 円 5,728,485 円 5,221,010 円 3,021,616 円 

設備関連費 17,046,082 円 14,010,481 円 31,680,302 円 33,213,007 円 

光熱水費※ 11,858,273 円 11,880,234 円 24,728,952 円 18,572,063 円 

その他費用 6,493,911 円 5,417,682 円 9,086,118 円 10,306,081 円 

合計 65,347,023 円 60,500,654 円 92,533,650 円 90,730,786 円 

※ 備蓄倉庫の電気代を含む。 

 

【指定管理料の上限】 

本件施設の管理運営に係る費用は、利用者が支払う利用料金の収入と市が支払う指定管

理料を以って充てるものとする。指定管理者が行う自主事業の収入についても、その費用

に充てるものとするが、自主事業の実施に係る費用は、指定管理者の負担とする。 

市が支払う指定管理料の上限額は、次のとおりとする。 

指定管理料の金額及び支払い方法については、本件施設の指定管理者の候補者として選

定された法人その他の団体の提案をもとに市と協議のうえ、協定書において定める。 
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会計年度毎の上限金額（消費税及び地方消費税を含む） 

年度 ①管理運営費 ②修繕費 
指定管理料 

（①＋②） 

令和 7年度 27,200,000 円 8,160,000 円 35,360,000 円 

令和 8年度 27,200,000 円 8,160,000 円 35,360,000 円 

令和 9年度 27,200,000 円 8,160,000 円 35,360,000 円 

令和 10 年度 27,200,000 円 8,160,000 円 35,360,000 円 

令和 11 年度 27,200,000 円 8,160,000 円 35,360,000 円 

合計 136,000,000 円 40,800,000 円 176,800,000 円 

※各年度の指定管理料は上限金額とする。 

ただし、修繕費については、各年度の金額が基準額以上となるよう計上すること。 

 

【電気料金上限額・下限額】 

電気料金については、下記に定める各年度の電気料金想定額の上限額・下限額を基準に、

各年度の実績額が上限額を上回った場合は、上限額を超えた分を市が補填する。また、下

限額を下回った場合は下限額を下回った分を市に返還するものとする。 

年度 電気料金想定額 上限額 下限額 

令和 7年度 10,680,000 円 12,282,000 円 9,078,000 円 

令和 8年度 10,680,000 円 12,282,000 円 9,078,000 円 

令和 9年度 10,680,000 円 12,282,000 円 9,078,000 円 

令和 10 年度 10,680,000 円 12,282,000 円 9,078,000 円 

令和 11 年度 10,680,000 円 12,282,000 円 9,078,000 円 
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別紙４ リスク分担表 

 

種類 リスクの内容 

負担者 

市 
指定 

管理者 

分担 

（協議） 

指定管理者 

（負担限度付） 

法令変更 

管理運営に直接影響する法令等の変更   〇  

施設等の新設または改築を要するもの

などの法令等の変更 
○    

税制変更 

管理運営に直接影響を与える税制変更

（消費税等） 
○    

上記以外の税制度の変更（法人税等）  ○   

物価変動 管理運営経費に影響する物価変動  〇※1   

金利変動 金利変動等による収支の影響  ○   

需要変動 
競合施設、天候、当初需要見込みの乖

離等の影響による利用者の増減 
 〇   

管理運営の内

容変更 

市の政策による指定期間中の変更 ○    

指定管理者の発案による指定期間中の

変更 
 ○   

管理運営の中

断・中止 

市に帰責事由があるもの ○    

指定管理者に帰責事由があるもの  ○   

上記以外のもの   ○  

施設・設備等の

修繕 

指定管理者に帰責事由があるもの  ○   

指定管理者が設置したもの  ○   

上記以外のもの    〇※2 

損害賠償 

市に帰責事由があるもの ○    

指定管理者に帰責事由があるもの  ○   

市と指定管理者の両者、第三者等に帰

責事由があるもの 
  ○  

不可抗力※3 
不可抗力による施設・設備の復旧   ○※4  

不可抗力による管理運営の休業   ○※5  

※1 電気料金については、各年度の実績額が別紙 3「収支の状況」【電気料金上限額・下限額】

の上限額を上回った場合は、上限額を超えた分を市が補填する。また、下限額を下回っ

た場合は、下限額を下回った分を市に返還するものとする。 

※2 １件あたり 100 万円未満の修繕は指定管理者の負担とし、それ以外は協議とする 

※3 不可抗力とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、戦乱、内乱、テ

ロ、侵略、暴動、感染症法に基づく感染症などをいう。 

※4 建物・設備が復旧困難な被害を受けた場合、指定を取り消す場合がある。 
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※5 暴風、豪雨等を対象とした不可抗力による短期間の休業（避難所として利用される場合も

含む）に対し、市は指定管理者に対する休業補償は行わない。  
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別紙５ 有料施設等の使用時間及び休場日・種類及び使用料 

 

橿原市公園条例（平成 17年条例第 28 号）に定める有料施設等の使用時間及び休場日、

有料施設等の種類及び使用料を以下に示す。 

 

【有料施設等の使用時間及び休場日】（第 9条関係） 

有料施設等の種類 使用時間 休場日 

軟式野球場 午前９時から午後９時まで 月曜日（月曜日が休日に当たる場合

は、その日以後で最も近い休日でない

日）並びに１月１日から同月４日まで及

び12月27日から同月31日まで ソフトボール場 

テニスコート(A) 

屋根付運動場 

多目的グラウンド(東) 

多目的グラウンド(西) 

硬式野球場 午前９時から午後５時まで 

（ただし、６月15日から８月15

日までの期間については、午

前９時から午後７時まで） テニスコート(B) 

軟式野球場 

照明設備 

午前９時から午後９時まで 

ソフトボール場 

照明設備 
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テニスコート(A) 

照明設備 

屋根付運動場 

照明設備 

多目的グラウンド(東) 

照明設備 

多目的グラウンド(西) 

照明設備 

硬式野球場 

スコアボード 

午前９時から午後５時まで 

（ただし、６月15日から８月15

日までの期間については、午

前９時から午後７時まで） 硬式野球場 

放送設備 

ロッカー 運動公園大更衣室のもの 

午前９時から午後９時まで 

運動公園大更衣室のもの 

月曜日（月曜日が休日に当たる場合

は、その日以後で最も近い休日でない

日）並びに１月１日から同月４日まで及

び12月27日から同月31日まで。 

上記以外のもの 

午前９時から午後９時まで 

上記以外のもの 

月曜日（月曜日が休日に当たる場合

は、その日以後で最も近い休日でない

日）並びに１月１日から同月４日まで及

び12月27日から同月31日まで 

シャワー 午前９時から午後９時まで 月曜日（月曜日が休日に当たる場合

は、その日以後で最も近い休日でない

日）並びに１月１日から同月４日まで及

び12月27日から同月31日まで 
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【有料施設等の種類及び使用料】（第 15条関係） 

有料施設等の種類及び使用料 

 午前 午後 夜間 
備考 

１ 本市に住所を有し

ない者が使用する場

合の使用料は、この

表に定める使用料の

額の２倍に相当する

額とする。 

２ この表の午前の部

の使用については、

午後１時まで延長す

ることができる。こ

の場合の使用料は、

当該午前の部の使用

料の額に、当該使用

料の１時間（１時間

に満たないときは、

１時間とみなす。）

相当額を加算して得

た額とする。 

３ 硬式野球場及びテ

ニスコートＢについ

て、使用時間を午後

７時までとする期間

における午後５時か

ら午後７時までに係

る使用料は、１時間

（１時間に満たない

ときは、１時間とみ

なす。）につき、当

該午後の部の使用料

の１時間相当額（テ

ニスコートＢについ

ては、１時間当たり

の使用料の額）とす

る。 

４ 使用時間を延長し

た場合の使用料は、

１時間（１時間に満

９：００～ 

１２：００ 

１３：００～ 

１７：００ 

１７：００～ 

２１：００ 

軟式野球場 ３，７７０円 ５，０２０円 ６，２８０円

ソフトボール場 ２，５１０円 ３，３５０円 ４，１９０円

テニスコート（Ａ） １面１時間につき７３０円

屋根付運動場 １時間につき２，０００円

多目的グラウンド（東） 

 

土曜日及び休日  １面１時間につき６，６００円
 

上記以外の日   １面１時間につき５，５００円多目的グラウンド（西） 

    午前 午後 全日 

９：００～ 

１２：００ 

１３：００～ 

１７：００ 

９：００～ 

１７：００ 

硬式野

球場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アマチ

ュアス

ポーツ

に利用

する場

合 

 

 

 

 

高校生

以下 

入場料を

徴しない

場合 

４，０８０円 ５，４４０円 １０，８９０円

入場料を

徴する場

合 

７，８５０円１０，４７０円 ２０，９５０円

一般

（大学

生を含

む。） 

入場料を

徴しない

場合 

５，３４０円 ７，１２０円 １４，２４０円

入場料を

徴する場

合 

１５，７１０円２０，９５０円 ４１，９００円

アマチュアスポ

ーツ以外の用途

に利用する場合 

入場料を

徴しない

場合 

２１，０５０円２８，０７０円 ５６，１５０円

入場料を

徴する場

合 

 

４２，１１０円５６，１５０円 １１２，３００円

テニスコート（Ｂ） 

 

１面１時間につき７３０円
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たないときは、１時

間とみなす。）につ

き、当該施設の使用

料の１時間相当額の

中の最高額の範囲内

において、市長が別

に定める額とする。 

５ 多目的グラウンド

（東）及び（西）に

ついては、半面単位

に分割して使用でき

るものとし、この場

合の使用料は、規定

使用料の分割相当額

とする。 

６ 前各項の規定によ

り計算した額に１０

円未満の端数がある

場合は、これを切り

捨てるものとする。 

軟式野球場照明設備 １時間につき４，４００円
備考 

１ 使用時間を延長し

た場合の使用料は、

１時間（１時間に満

たないときは、１時

間とみなす。）につ

き、当該設備の使用

料の１時間相当額の

ソフトボール場照明設備 １時間につき２，２００円

テニスコート（Ａ）照明設備 １面１時間につき４１０円

屋根付運動場照明設備 １時間につき４１０円

多目的グラウンド（東）照明設備 １面１時間につき４，４００円

多目的グラウンド（西）照明設備 
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中の最高額の範囲内

において、市長が別

に定める額とする。 

２ 多目的グラウンド

（東）照明設備及び

（西）照明設備につ

いては、半面単位に

分割して使用できる

ものとし、この場合

の使用料は、規定使

用料の分割相当額と

する。 

３ 前各項の規定によ

り計算した額に１０

円未満の端数がある

場合は、これを切り

捨てるものとする。 

硬式野球場スコアボード 
１回１，５７０円

硬式野球場放送設備 １回１，５７０円

ロッカー 運動公園大更衣室のもの １ヶ所２００円

上記以外のもの １ヶ所１００円

シャワー １回１００円
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別紙６ 本件施設の設備機器等管理業務基準 

 

項目 必要管理項目 内容 頻度 

建物清掃 

･日常清掃 

（屋内・外） 

・床面・トイレ・洗面・窓ガラス等、灰皿・ごみ箱

清掃、ごみ拾い 

※事務所棟、貴賓室、クラブハウス（悪臭防止

のため入念な換気、清掃すること） 

毎日 

・定期清掃 
・床面（ワックス・洗剤清掃）、窓ガラス 

※事務所棟、貴賓室、クラブハウス 
年 1 回以上 

電気設備 
・日常保守管理 

・電気事業法に基づく自家用電気工作物の維

持管理を行うこと。（備蓄倉庫を含む） 
月 1 回以上 

・定期点検 ・点検結果を提出すること。 年 1 回以上 

消防設備 

 ・日常保守管理 

・定期点検 

・消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 17 条の

3 の 3 に基づく点検を行い、点検結果を提出す

ること。 

 

法令に基づく義務

回数 

 非常用放送 

設備 

空調設備 

・日常保守管理 

 

 

・消耗品の交換を行うこと。 

毎日 

 

・定期点検 ・点検結果を提出すること。 年 4 回以上 

夜間機械 

警備 
・日常保守管理 

・クラブハウス、プール棟 

・防犯・火災監視 
毎日 

浄化槽 ・定期点検 
関係法令に基づいた保守点検を行い、点検結

果を提出すること。 

省令に基づく義務

回数 

自動ドア 
・日常保守管理  毎日 

・定期点検 ・点検結果を提出すること。 年 1 回以上 

給湯設備 ・定期点検  年 1 回以上 

テニス 

コート 
日常整備 

・定期的な目砂の散布、打ち起こし等の均一化

作業 

・コケ除去作業 

・照明設備維持管理 

随時 

多目的 

グラウンド 

・日常整備 

・人工芝の清掃・ブラッシング 

・ゴムチップの均し、補充 

・周辺の草取り・芝刈・落ち葉除去 

・照明設備維持管理 

随時 

 

・定期点検 ・グラウンド・人工芝パイル・充填剤の状況 月１回以上 
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硬式野球場 

・日常整備 

・グラウンド・ブルペン整備（補修、土均し等） 

※ピッチャーマウンド、内野の定位置、ブルペ

ン整備は、使用者にて整備を行わせ、指定管

理者でも週 1 回以上は土均作業を行うこと。 

・外野・観覧場芝管理 

・放送設備維持管理 

随時 

 

・定期整備 ・外野芝管理 年 1 回以上 

・保守点検 
・スコアボード保守点検を行い、点検結果を提

出すること。 

年 1 回以上 

軟式野球場 
・日常整備 

 

・グラウンド整備（補修、土均し等） 

・照明設備維持管理 

・放送設備維持管理 

・グラウンド内の草取り 

随時 

 

ソフトボール

場 

・日常整備 

 

・グラウンド整備（補修、土均し等） 

・照明設備維持管理 

・放送設備維持管理 

・グラウンド内の草取り 

随時 

 

まほろば 

広場 

・日常整備 

 

・整備（補修、土均し等） 

・周辺の草取り 

随時 

 

屋根付運動

場 

・日常整備 

 

・人工芝の清掃・ブラッシング 

・ゴムチップの均し、補充 

・周辺の草取り・芝刈・落ち葉除去 

・照明設備維持管理 

随時 

 

・定期整備 ・消防設備点検  
法令に基づく義務

回数 

駐車場 

・日常的な巡回 
・出入口の開閉 

・車両等の確認 

毎日 

 

・日常清掃 ・ごみ拾い等美観保持 毎日 

・定期整備 ・路盤・白線・電灯等の維持管理 随時 

公園全体 

巡回 

・日常的な巡回 ・施設及び周辺の異常の有無 毎日（午前、午後１

回） 

園内清掃 ・日常清掃 ・ごみ拾い等美観保持 毎日 

公園内 

トイレ 
・日常的な巡回 

・出入口の開閉 

・清掃、消耗品の取替 
随時 
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・日常清掃 
※イベント当日、後日は重点的に清掃を行うこ

と。 
毎日 

公園内植栽

等管理 

・植栽剪定 ・剪定 年 2 回以上 

・草刈 ・草刈  年 4 回以上 

支障木伐採 ・支障木伐採  随時 

・芝管理 
・芝刈り、芝の手入れ、散水等の植栽管理 

・定期的な芝の育成、肥培・防除等の総合管理 

随時 

バラ園 ・日常管理 ・除草 年 2 回以上 

・除草 ・剪定・肥料まき  年 2 回以上 

・消毒 

※ボランティア団体の活動に主体的に参加す

ること。 

年 1 回以上 

せせらぎ・ 

修景池 

・日常清掃 ・ごみ拾い等美観保持 毎日 

・定期清掃 
・水路の除草 

※泥上げを行い、良好な景観を保つこと。 
年 1 回以上 

遊具 

・日常点検 国土交通省「都市公園における遊具の安全確

保に関する指針（改訂版）」等に基づき行うこ

と。 

点検結果を提出すること。 

随時 

・定期点検 年 2 回以上 

・補修・修繕 
点検報告・不具合発覚

後早急に実施 
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別紙７ 本件施設の設備機器等概要 

 

種別 仕様等 台数 

受配電設備 

橿原運動公園（軟式野球場・ソフトボール場 他） 

（受電電圧）6.6kV  （設備容量）230kVA 
一式 

橿原運動公園テニスコート（テニスコート、硬式野球場 他） 

（受電電圧）6.6kV  （設備容量）380kVA 
一式 

空気調和設備 

事務室   

空調機（SZRA80BFV 8.0kW 冷媒：Ｒ32） 1 台 

救護室   

空調機（RYJ90F 2.2kW 冷媒：R22） 1 台 

会議室（北・南）   

空調機（RYJ100F 3kW 冷媒：R22） 2 台 

作業員室   

空調機（RTYJ140FV 1.3kW 冷媒：R22） 1 台 

更衣・休憩室   

空調機（RYJ71F 1.9kW 冷媒：R22） 1 台 

貴賓室  

空調機（PUZ-ZRP140KA6 2.8kW 冷媒：R410A） ２台 

テニスコートクラブハウス   

空調機（RSXYJ140K 1.8kW 冷媒：R22）  2 台 

硬式野球場（放送室）  

空調機（RYP63CAV 3.5kW 冷媒：R410A） 1 台 

給排水衛生設

備 

合併浄化槽   

第二トイレ 

接触曝気方式 160 人槽 16 ㎥／日 
一式 

衛生設備器具（トイレ・シャワー設備等）  一式 

付帯設備 一式 

消防用設備 

運動公園管理事務所（管理棟・更衣室等） 

消火器具、自動火災報知設備・配線、非常警報器具及び 

設備・配線、誘導灯及び誘導標識 

一式 

屋根付運動場   

消火器具、非常警報器具及び設備・配線 一式 

機械警備設備 管理棟・総合プール、テニスコートクラブハウス（22:00～翌 8:30） 一式 
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照明設備 

軟式野球場 

1000W（メタルハライドランプ＆高圧ナトリウムランプ） 

 

16 灯×6 基 

ソフトボール場 

1000W（メタルハライドランプ＆高圧ナトリウムランプ） 

 

6 灯×6 基 

テニスコート（A） 1000W（メタルハライドランプ） 2 灯×9 基 

屋根付運動場  400W（メタルハライドランプ） 20 灯 

多目的グラウンド LED 投光器 10 灯×8 基 

その他園内照明 一式 

付帯設備 一式 

その他設備 公園遊具、放送設備、監視カメラ設備等 一式 

＜総合プール＞   

種別 仕様等 台数 

受配電設備 
橿原運動公園橿原市総合プール 

（受電電圧）6.6kV  （設備容量）900kVA 
一式 

ポンプ設備 
排水ポンプ設備  一式 

付帯設備  一式 

空調設備 

スタンド棟 放送室 

空調機（PUZ-ARP80HA12 1.8kW 冷媒：R410A） 

 

1 台 

スタンド棟 救護室 

空調機（PUZ-ARP80HA12 1.8kW 冷媒：R410A） 

1 台 

 

スタンド棟 会議室（北・南） 

空調機（PUZ-ARP80HA12 1.8kW 冷媒：R410A） 

2 台 

 

スタンド棟 事務室 

空調機（MUCZ-G364 0.95kW 冷媒：R410A） 

1 台 

 

大更衣室 

空調機（PUZ-ZRMP63SKA8 1.2ｋW 冷媒 32） 

４台 

消防用設備 

スタンド棟  

一式 消火器具、自動火災報知設備・配線、非常警報器具及び 

設備・配線、誘導灯及び誘導標識・配線 

 

その他設備 放送設備、監視カメラ設備等 一式 
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別紙８ 修繕等実績一覧 

（税込 10％） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

市 

施設修繕料 3,899,500 円 2,970,000 円 3,630,000 円 4,158,000 円 

機械器具等 

修繕料 
2,112,000 円 0 円 0 円 0 円 

請負工事費 0 円 0 円 0 円 19,737,300円 

指定 
管理者 

修繕料※ 8,022,933 円 6,720,725 円 7,437,808 円 7,087,873 円 

合計 14,034,433円 9,690,725 円 11,067,808円 30,983,173円 

※ 修繕経費枠込での金額。 

 

＜本市が実施した主な施設整備の項目＞ 

【令和２年度】 

項目 

施設修繕料 

橿原運動公園硬式野球場グラウンド整備業務 

機械器具等修繕料 

橿原市総合プールろ過ポンプ設備整備業 

【令和３年度】 

項目 

施設修繕料 

橿原運動公園硬式野球場グラウンド整備業務 

【令和４年度】 

項目 

施設修繕料 

橿原運動公園硬式野球場グラウンド整備業務 

【令和５年度】 

項目 

施設修繕料 

橿原運動公園硬式野球場グラウンド整備業務 

請負工事費 

橿原運動公園屋根付運動場人工芝更新工事 
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別紙９ 貸与備品一覧 

名称 数量 場所 備考 

寝台 1 台 事務所棟  

薬品戸棚 1 台 救護室  

貨幣計算機 1 台 事務所奥倉庫  

手提げ金庫 3 台 事務所奥倉庫  

アシスタントレフリーフラッグ 3 個 事務所棟  

選手交代ボード IN/OUT 4 台 事務所棟  

事務所内機器（カメラ・スピーカー） 1 式 事務所  

固定カメラ（赤外ディナイト） 7 台 公園内各所  

旋回カメラ（コンビネーション） 9 台 公園内各所  

ホーンスピーカー 15W 15 台 公園内各所  

プールカメラ用機器 1 式 事務所棟  

ドーム型カメラ（ポール取付） 5 台 プールサイド  

ドーム型カメラ 4 台 プールサイド  

ガーデンセット 9 式 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

背面式券売機 2 台 発券所  

キャビネット 1 台 発券所  

紙幣計数機 1 台 発券所  

折りたたみ椅子 多 数   

事務用回転椅子 7 脚   

事務用肘付回転椅子 1 脚   

薬品戸棚 1 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

キャビネット 1 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

競泳用自動計時システム 1 式 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

コースロープ巻取り機 6 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

タッチ板 1 式 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

タッチプレート収納台 1 式 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

折りたたみ椅子 多 数 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

テント 3 張 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

床頭台 1 台 放送室  

モクヘリン 8 個 放送室  

両替機 2 台 更衣室  
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散水ホース(40A) 6 個 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

スプリンクラーガン付き 二輪台車 6 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

ミストシャワー 4 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

オリフロメータ流量計 3 基 ｱｯﾌﾟﾋﾙｺｰｽﾀｰ機械室  

書類台（演台） 1 台 貴賓室  

コインロッカー自動集金装置 2 式 プール更衣室  

コインロッカー 2 式 プール更衣室  

コインロッカー（障がい者用） 2 台 プール更衣室  

手旗、門旗、ポール 3 基 軟式野球場  

物置（収納庫） 1 棟 ソフトボール場  

アンプ（ワイヤレス） 2 式 ソフトボール場・軟式野球場  

ライムソワーにがりまき機 2 台 ｼﾞｬﾝﾎﾞｽﾗｲﾀﾞｰ下、硬式野球場倉庫  

噴霧器 1 台 ｼﾞｬﾝﾎﾞｽﾗｲﾀﾞｰ下  

パワースプレア 1 台 ｼﾞｬﾝﾎﾞｽﾗｲﾀﾞｰ下  

スポーツトラクター 1 台 ｼﾞｬﾝﾎﾞｽﾗｲﾀﾞｰ下  

グランドマットハードレイキ 2 台 ｼﾞｬﾝﾎﾞｽﾗｲﾀﾞｰ下  

芝刈り機（手押し） 2 台 ｼﾞｬﾝﾎﾞｽﾗｲﾀﾞｰ下  

芝刈り機（手押し・袋有） 2 台 ｼﾞｬﾝﾎﾞｽﾗｲﾀﾞｰ下  

ハイバキューム 1 台 硬式野球場倉庫  

スポーツトラクター日除けあり 1 台 硬式野球場倉庫  

ミッドロータリーモア 1 台 硬式野球場倉庫  

グランドマット 1 台 硬式野球場倉庫  

フロントウェイト（20kg） 2 台 硬式野球場倉庫  

芝刈り機（乗用） 2 台 硬式野球場倉庫  

エアコンプレッサ等 1 式 硬式野球場倉庫  

グランドマットハードレイキ 1 台 硬式野球場倉庫  

スポーツトラクター 1 台 硬式野球場倉庫  

倉庫 1 棟 硬式野球場倉庫  

調整卓（放送システム含む） 1 式 硬式野球場観覧室奥  

物置（収納庫） 2 棟 硬式野球場  

トルーローラ 1 台 硬式野球場  

防球ネット 1 式 屋根付運動場  

フットサルゴール 1 組 屋根付運動場  
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物置（収納庫） 1 棟 多目的グラウンド  

テニスポスト 9 台 テニスコート  

得点表 1 台 クラブハウス  

傘立て 1 台 クラブハウス  

長椅子 8 脚 クラブハウス  

コインロッカー 2 式 クラブハウス  

シューズボックス 1 台 クラブハウス  

片袖机 7 台 事務所  

事務所用脇机 3 台 事務所  

事務用回転椅子 4 脚 事務所  

ラテラルキャビネット 1 台 事務所  

「e-古都なら」用端末機 1 式 事務所  

耐火金庫 1 台 事務所  

テレビ 1 台 事務所  

サッカーゴール（一般用） 2 対 多目的グラウンド  

サッカーゴール（ジュニア） 2 対 多目的グラウンド  

フットサルゴール（アルミ） 4 組 多目的グラウンド  

サッカーゴールネット（一般用） 2 対 多目的グラウンド  

サッカーゴールネット（ジュニア） 2 対 多目的グラウンド  

フットサルゴールネット 4 組 多目的グラウンド  

ゴール置き台（兼） 

ゴールウエイト 20kg 

28 個 多目的グラウンド  

選手用ベンチ 8人用 4 台 多目的グラウンド  

選手用ベンチ 6人用 4 台 多目的グラウンド  

審判員用ベンチ J 2 台 多目的グラウンド  

コーナーフラッグサッカー用 24 本 多目的グラウンド  

コーナーフラッグ置敷式 16 台 多目的グラウンド  

デジタルスコアボード 45分計付 2 台 多目的グラウンド  

デジタルスコアボード 2 台 多目的グラウンド  

アナログタイマー45 分計 2 台 多目的グラウンド  

アルミ観覧台 3 段 5 連組立式 10 台 多目的グラウンド （30 人掛） 

担架 2 個 多目的グラウンド  

製氷機 2 台 屋根付運動場倉庫・クラブハウス  
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スタンダードテント 2×3 間スチール 4 張 多目的グラウンド  

スタンダードテント 1×1.5 間スチール 8 張 多目的グラウンド  

パラソル 8 本 多目的グラウンド  

パラソルスタンド 8 台 多目的グラウンド  

ラグビーゴール 2 対 多目的グラウンド  

ラグビーゴール抜き治具 φ100mm 用 2 本 多目的グラウンド  

ラグビーポール防護マット 8 枚 多目的グラウンド  

ラグビーゴール用保管台車 2 台 多目的グラウンド  

パイプ車庫 2 個 多目的グラウンド  

ﾗｲｻﾞｰ管付ﾎｰｽｼﾞｮｲﾝﾄ 50×40 6 個 多目的グラウンド  

ﾗｲｻﾞｰ管付ﾎｰｽｼﾞｮｲﾝﾄ 50×25 2 個 多目的グラウンド  

コインロッカー 20 基 大更衣室  

更衣室用長いす 10 脚 大更衣室  

バックボード（背板）  1 個 救護室  

折り畳み車椅子 1 台 救護室  

四つ折担架（格納袋付） 1 個 救護室  

バックバルブマスク（成人用） 2 個 救護室  

バックバルブマスク（小児用） 2 個 救護室  

小型吸引機パワースマイル 1 台 救護室  

パルスオキシメーター 2 個 救護室  

水銀レス血圧計 1 個 救護室  

自動計測血圧計（上腕測定用） 1 個 救護室  

聴診器 2 個 救護室  

リフトダンプ式コレクター 1 台 硬式野球場倉庫  

乗用草刈り機 1 台 硬式野球場倉庫  

プール用原動機付きポンプ 1 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

プール用ホース付き台車 7 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

プール自動清掃機 1 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

長机 多 数 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

自立式立て看板（50m 専用使用記載） １ 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

担架 2 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

更衣ロッカー 1 台 50m ﾌﾟｰﾙｽﾀﾝﾄﾞ棟  

樹脂製カラーベンチ 4 台 屋根付運動場  
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書架整理棚 2 台 貴賓室（倉庫）  

ホワイトボード 1 台 貴賓室  

応接セット（机、ソファー） 2 式 貴賓室  

石油ストーブ 2 台 事務所棟  

扇風機（指定避難所用） 2 台 事務所棟  

サッカー得点板 1 台 屋根付運動場（倉庫）  

担架付担架収納箱 1 台 救護室  

机台 1 台 救護室  

野球用ネット 4 式 硬式野球場  

スプリンクラーガン 2 台 硬式野球場  

散水ホース 2 台 硬式野球場  

書類整理棚 4 台 事務所  

更衣ロッカー 9 台   

厨房機器 3 式 各売店  

移動用 PAアンプ・スピーカー 1 式 事務所奥倉庫  

乗用管理機（多目的グラウンド用） 1 台 硬式野球場倉庫  

ソファー 1 台 事務所棟  

高圧洗浄機 3 台   

耕運機 1 台   

 

別紙 10 自主事業概要一覧 

概要 

スポーツプログラム（テニス、サッカー、かんたん体操等） 

利用促進・サービス向上（親子ボール遊び等） 

飲食・物販（自動販売機、キッチンカー等） 

地域活性化（かしはらマラソン等） 

賑わい創出（フリーマーケット） 

 


